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1. 総説 

 

1.1. 目的 

中小河川における簡易的な水害リスク情報作成の手引き（以下、「本手引き」）は、洪水浸

水想定区域の公表等が行われない都道府県管理の中小河川沿いの河川氾濫に係る簡易的な

水害リスク情報の作成手法を示すことにより、当該河川の水害リスク情報の日頃からの社

会での共有を促進することを通じて、豪雨時の当該河川周辺での水害被害の防止・軽減を図

ることを目的とする。 

本手引きでは、簡易的な水害リスク情報の作成手法として次の 2つの手法を示している。 

（１）簡易的な水害リスク情報（LP データ※活用）の作成手法 

※LP データ：航空レーザ測量による三次元地形データ 

（２）簡易的な水害リスク情報（地形分類活用）の作成手法 

これらの手法は、利用可能な河道縦横断データ等が限られている中小河川の現状を踏ま

え、「相対的な浸水しやすさ」の観点からの簡易的な水害リスク情報を作成するためのもの

であり、本手引きに沿った簡易的な水害リスク情報の提供・公表に当たっては、本情報の精

度・特性について十分な説明を付すことが必要である（本手引きに沿った簡易的な水害リス

ク情報の提供・公表にあたっての留意事項は、「4．中小河川における簡易的な水害リスク情

報の提供・公表にあたっての留意事項」を参照のこと）。 

 

1.2. 適用範囲 

本手引きで示す中小河川の簡易的な水害リスク情報は、洪水浸水想定区域の公表等が行

われない都道府県管理の中小河川を対象として、住民等の円滑かつ迅速な避難の確保を支

援する観点から、個別の場所の水害リスク情報が必要な場合に、都道府県が市町村等と協力

して、当該地先・地区を流下する河川の特性に応じた簡易的な水位計算等により、当該地先・

地区内の水害リスク特性について検討し提供することを想定している。 

なお、「地域の水害危険性の周知に関するガイドライン※」で示している浸水想定の情報を

提供する方策としても、本手引きで示す手法を位置づけたところである。 

 

※洪水浸水想定区域の検討や水位計の設置等に係る財政的な制約や、リードタイムを確

保できるような氾濫危険水位の設定が困難である等の技術的な制約から水位周知河川

等の指定に時間を要する場合又は指定が困難な場合において、河川の状況に応じた簡

易な方法等により、都道府県が市町村等に浸水想定や河川水位等の情報を提供する方

策、すなわち水害危険性を周知する方策をまとめたガイドライン。 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/pdf/suigaikikensei_guideline.pdf 
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2. 中小河川における簡易的な水害リスク情報作成の標準フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1. 水害リスク情報の作成手法の選択 

 本手引きでは、中小河川の河道形状等に関する利用可能なデータが限られている現状を

踏まえ、簡易的な水害リスク情報の作成手法として次の 2 つの手法を示している。 

（１）簡易的な水害リスク情報（LP データ活用）の作成手法 

（２）簡易的な水害リスク情報（地形分類活用）の作成手法 

※（１）および（２）の作成および比較例を参考資料１に示す。 

これらのうち、（１）は河川周辺の標高分布に基づく水害リスク情報の提供を意図するも

のであり、（２）は既存の地形分類図を活用して簡易的な水害リスク情報を提供しようとす

るものである。これらの手法を同一規模の河川・地区に適用しようとした場合、必要な作業

量は、（１）のほうが（２）に比べ大きいと見込まれる。 

一方、水害リスク情報の作成にあたっては、本手引きに示す簡易的な水害リスク情報の作

成手法に限定せず、「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」「中小河川浸水想定区域図作成の

手引き」等に示されている水害リスク情報の作成手法の準用についても検討する必要があ

る。 

・洪水浸水想定区域図作成マニュアル 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/pdf/manual_kouzuishinsui_1710.pdf 

・中小河川浸水想定区域図作成の手引き 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/shinsuisoutei/pdf/chusho_kase

n_sinsou_kuiki_tebiki2.pdf 

これら水害リスク情報の作成手法等の比較を表 1 に示す。各手法の長所・短所等を踏ま

え、採用する手法を選択する。 

 

2.2. 簡易的な水害リスク情報作成に必要なデータの収集・整理 

 本手引きで示す手法（１）もしくは（２）を選択し、簡易的な水害リスク情報を作成する

場合、手法に応じて必要なデータの収集・整理を行う。（各作成手法において収集整理が必

要なデータは表１を参照） 

水害リスク情報の作成手法の選択※ 

簡易的な水害リスク情報作成に必要なデータの収集・整理 

簡易的な水害リスク情報の作成 

※本手引きが示す手法に限定せず、洪水浸水想

定区域図作成手法等の準用についても検討

が必要。 
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本手引きで示す水害リスク情報の作成手法においては、既存 LP データや既存の地形分類

図の活用について検討する。 

LP データの活用に当たっては、国土技術政策総合研究所水害研究室にて開発した中小

河川治水安全度評価システム（※）が適宜利用可能である。同システムにおいては、H17

～H18 に取得・登録された中小河川（一部区間）の LP データに基づく縦横断形状、及び

同形状に基づく簡易的な不等流計算により導出された H-Q（水位－流量）関係式が登録さ

れている。同システムにデータが登録されていない区間については、取得した LP データ

及び流出計算に必要な諸情報を新たに同システムに登録する必要がある（既存 LP データ

が存在する地域については国土地理院に問い合わせて LP データを入手することが考えら

れる）。 

※航空レーザを活用した治水安全度評価 

http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika.files/lp/index.html 

中小河川治水安全度評価システム取扱説明書 

 http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika.files/tebiki.html 

また、LPデータを活用する手法に比べ精度は劣るものの、既存の地形分類図を活用して

簡易的な水害リスク情報を提供しようとする場合、3.2に示す既存の地形分類図を収集す

る。 
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表 1 水害リスク情報の比較 

   ※本手引き（１） ※本手引き（２） 

洪水浸水想定区域

図（氾濫シミュレ

ーション） 

浸水実績図 簡易的な水害リス

ク情報（LP データ

活用） 

簡易的な水害リ

スク情報（地形

分類活用） 

作成手法 ○1 次元不等流・2

次元不定流計算等

による 

○過去の浸水

位・範囲の調査

結果に基づく 

○LP データを活

用した一次元不等

流計算等による 

○既存地形分類

図に基づく 

必要なデー

タ 

○河道縦横断測量

データ 

○堤内地標高デー

タ 

○その他浸水計算

に関するデータ

（降雨・流出、流

下、氾濫計算に係

るデータ） 

○浸水実績範囲

データ 

○LP データ（河道

及び堤内地） 

○合理式に基づく

流出計算に必要な

データ（流域の平

地・山地割合、降雨

強度（洪水到達時

間及びアメダス降

雨強度式）、流域面

積） 

○地形分類図 

作成に必要

な計算労力 

○比較的大 ○計算不要 ○比較的小 ○計算不要 

長所 ○想定される洪水

規模に応じた浸水

深・範囲の評価が

可能 

○水理計算不要 ○LP データを活

用することにより

比較的少ない労力

で沿川の相対的な

浸水しやすさを評

価可能 

○水理計算不要 

○地形分類図は

土地の性状がわ

かるため堪水し

やすい等のリス

クの想定が可能 

短所 ○1 次元不等流・2

次元不定流計算に

必要な河道形状・

地形データ等の作

成並びに同計算に

基づく手法のた

め、簡易的な水害

リスク情報（LP デ

ータ活用）に比べ

大きな労力が必要 

○過去の浸水記

録がない河川に

は適用不可 

○浸水記録のあ

る洪水の規模を

上回る又は下回

る規模の洪水時

の浸水深・範囲

を評価すること

ができない 

○洪水浸水想定区

域図の作成に一般

に用いられている

1 次元不等流・2 次

元不定流計算に比

べ簡略な計算に基

づく手法のため、

洪水浸水想定区域

図に比べ、浸水深・

範囲の精度が相対

的に低い 

○地域・縮尺（5

万分 1 又は 2.5

万分 1）により

地形分類が異な

る場合がある 

○地形分類と浸

水しやすさとは

必ずしも対応し

ていない場合が

ある 
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3. 中小河川における簡易的な水害リスク情報の作成 

 

3.1. 簡易的な水害リスク情報（LPデータ活用）の作成手法 

 LP データを活用した簡易的な水害リスク情報の作成手順を以下に示す。また、実際の河

川における作成事例は参考資料 2 を参照。 

① 想定雨量規模と合理式に基づく洪水流量の概略設定（流量観測データが利用可能な

場合は実測値を活用）。降雨から洪水流量への換算を行う場合は合理式により行

い、再現期間（リターンピリオド）別の降雨強度の設定を行う場合は土木研究所に

よるアメダス観測所ごとのリターンピリオド・降雨継続時間別降雨強度算定手法

（下記※web 参照）を活用することが考えられる。 

※https://www.pwri.go.jp/jpn/results/offer/amedas/top.htm 

② 上記洪水流量による洪水位の概略推定（図-1）（現況河道幅での壁立てによる水位計

算を原則とする。大規模豪雨時に河道への大幅な土砂堆積が懸念される場合には類

似河川における被災事例等をふまえ、一定の想定の下、土砂堆積厚を概略設定する。

適宜、中小河川治水安全度評価システムを活用（中小河川治水安全度評価システム

の活用方法については参考資料 3 を参照）。 

③ 手順➁で推定した洪水位を堤内地へ水平に拡張し地表面との交点を読み取る（図-1） 

④ 上記交点を河川縦断方向につなぐことにより一定の洪水規模に対する概略の浸水範

囲を導出（図-2） 

⑤ 必要に応じ、異なる洪水規模について手順②から④を繰り返す。洪水規模について

は、例えば、過去の顕著な水害や比較的発生頻度の高い洪水などとして設定するこ

とが考えられる。 

⑥ 洪水規模別浸水範囲の重ね合わせによる簡易的な水害リスク情報図の作成。凡例と

して浸水範囲の色分けごとの降雨規模を記載（図-3） 

⑦ ここで対象としている中小河川に限らず、対象地区の浸水に影響する河川がその他

にも存在する場合には、当該河川の洪水規模（再現期間）ごとの氾濫シミュレーシ

ョン結果（入手・活用できる場合）や当該河川の簡易的な水害リスク情報を組み合

わせることにより、1 つの水害リスク情報図としてとりまとめる。1 つの図上での重

ね合わせ表示ではわかりにくい場合には、複数の図（例えば洪水規模ごとの図）と

して作成することが考えられる。 

 

※過去に大規模な洪水氾濫による被害を受けた中小河川（実績の洪水氾濫範囲、洪水痕跡が

記録されている河川）においては、実績の流量や洪水痕跡等を用いて河道幅等計算条件を

調整することが可能となるため、参考資料 4 に記載の手法を活用することが有効。 
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図-1 作成手順②、③参考図（河道・堤内地横断面） 

 

 

 

図-2 作成手順④参考図（平面図） 

 

 

図-3 簡易的な水害リスク情報図のイメージ 
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3.2. 簡易的な水害リスク情報（地形分類活用）の作成手法 

地形分類を活用した簡易的な水害リスク情報の作成手順を以下に示す。なお、作成にあた

っては、必要に応じ地形の専門家等の助言を仰ぐことも検討する。 

① 対象河川を含む地域の地形分類図の収集 

＜既存の地形分類図の例＞ 

・土地条件図（数値地図 25000（土地条件）） 

・治水地形分類図（2 万 5 千分 1） 

・地形分類図（5 万分 1 土地分類基本調査（都道府県土地分類基本調査）） 

これらについては、国土交通省ハザードマップポータルサイト（下記※web 参照）に

おいて閲覧可能。 

※https://disaportal.gsi.go.jp/index.html 

② 既存地形分類図の解説等に基づく地形分類ごとの水害（災害）リスク特性の整理 

 地形分類ごとの水害（災害）リスク特性を整理した資料としては、国土地理院 HP

「ベクトルタイル「地形分類」 ―身の回りの土地の成り立ちと自然災害リスク

がワンクリックで分かります―」（下記※web 参照）における解説が参考となる。 

※http://www.gsi.go.jp/bousaichiri/lfc_index.html 

 谷底平野等、同一の地形分類の中にも相対的な浸水しやすさの違いがあること、

特定の地形分類のみ浸水の可能性が高いとは言いがたいことを踏まえた地形特

性の理解が重要（参考資料 5 参照）。 

③ 当該中小河川周辺の地形分類分布と地形分類ごとの水害（災害）リスク特性のわか

りやすい資料の作成（参考資料 6 参照） 

※5 万分 1 縮尺の地形分類図は 2 万 5 千分 1 縮尺にくらべ精度は劣るものの、2 万

5 千分 1 縮尺の地形分類図より広範囲に整備されているため、2 万 5 千分 1 縮尺の

地形分類図が無い場合は 5 万分 1 縮尺の地形分類図を用いて水害リスク情報を作

成することも有効。 

 

 

4. 中小河川における簡易的な水害リスク情報の提供・公表にあたっての留意事項 

 

4.1. 水害リスク情報の内容の限定 

本手引きでは、洪水浸水想定区域の公表等が行われない都道府県管理の中小河川を対象

とし、限られた利用可能データに基づく簡易的な水害リスク情報の作成・提供を目的として

いることから、相対的な浸水しやすさの分布を水害リスク情報の内容として採用している。 

これは、河道・地形特性等によっては被害に大きく影響する氾濫流速（流体力）、水位の

時系列変動等を考慮していないことを意味しており、中小河川の水害リスクの限られた一

面を捉えようとしているものである点に留意する必要がある。 
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4.2. 水害リスク情報の精度の限界 

洪水氾濫による水害被害に関するリスク情報の作成手法の 1 つとして、氾濫計算を含む

水理計算による浸水深分布等を算出する手法があり、国管理の大河川の洪水浸水想定区域

の作成等において採用されている。この場合、利用可能なデータに基づき、対象流域の河道

縦横断形状、地形・標高、降雨の時空間分布、降雨－流出関係等をモデル化し、一定の仮定

条件のもとで氾濫原の浸水深分布等を算定する。 

中小河川では一般に国管理の大河川に比べて、河道縦横断形状等、利用可能なデータが限

られている場合が多く、上記水理計算と比べさらなる簡略化、割り切り、仮定、推定を要す

るため、浸水深分布等の算定結果の精度は一般に低下する。 

本手引きに示す手法についても、簡略化、割り切り、仮定、推定を前提としており、本手

引きに示す手法による簡易的な水害リスク情報の提供に当たっては、精度の限界を踏まえ、

「相対的な浸水しやすさ」を示しているに過ぎないことを明示しておくことが必要である。 

なお、本手引きに示す手法を比較的平坦な地形が広がる地域に適用すると過大な浸水範

囲が想定されることがある点に留意する必要がある。よって、比較的平坦な地形が広がる地

域においては、国管理の大河川の洪水浸水想定区域の作成等において採用されている水理

計算の実施等について適宜検討することが望ましい。 

また、本手引きに示す手法により簡易的な水害リスク情報を作成するにあたっては、必要

に応じ専門家等の助言を仰ぐことが重要である。 

 

4.3. 検討対象とする中小河川以外の水害リスク情報等の把握 

 中小河川の一部区間は大河川の洪水浸水想定区域の中を流下していることがある。また、

洪水以外の浸水想定区域（高潮浸水想定区域等）内を一部区間が流下していることがありう

る。 

 このため、検討対象とする中小河川周辺の水害リスク特性の把握に当たっては、検討対象

とする中小河川以外の浸水想定区域等の水害リスク情報を見落とさないように注意するこ

とが重要である。また、複数の洪水規模ごとの氾濫シミュレーション結果等が入手・利用可

能な場合にはこれらを収集し、検討対象とする中小河川周辺の水害リスク特性の把握にお

いて活用することが重要である。 

なお、中山間地においては河川氾濫による水害リスクだけでなく土砂崩れ等による災害

リスクも考慮することが重要であり、土砂災害等ほかの災害のリスク情報についても合わ

せて収集することが重要である。 

 

4.4. 概略の浸水深コンター図の作成 

 簡易的な水害リスク情報（LP データ活用）の作成にあたって算出した一定の洪水規模に

おける洪水位と地盤高との差分値を算出することで、概略の浸水深コンター図を作成し、相

対的に浸水深が大きな場所を概略把握することが出来る。（参考資料７参照） 

8



 

 

5．参考資料 

参考資料 1 本手引きで示す簡易的な水害リスク情報の作成及び比較例 

 参考資料 2 簡易的な水害リスク情報（LP データ活用）の作成手順例 

参考資料 3 中小河川治水安全度評価システムを活用した水位計算について  

参考資料 4 過去に大規模な洪水氾濫による被害を受けた中小河川における簡易的な水

害リスク情報（LP データ活用）の作成手法 

参考資料 5 実績氾濫範囲と地形分類図の比較 

参考資料 6 簡易的な水害リスク情報（地形分類活用）の試作例 

参考資料 7 浸水深コンター図の作図の考え方・試作例 
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凡例（降⾬量は洪⽔到達時間（約1時間）内降⾬量））
: 降⾬量60mm (1/10)規模概略浸⽔範囲
: 降⾬量90mm (1/100)規模概略浸⽔範囲
: 降⾬量160mm(1/1000)規模概略浸⽔範囲
: 実績氾濫範囲
: 河川

※凡例は左に同じ

図-1 簡易的な⽔害リスク情報
（LPデータ活⽤）と氾濫実績 図-1及び図-2の重ね合わせ

凡例
: 実績氾濫範囲
: 5万分の1地形分類図上の⾕底平野
: 河川

【本⼿引きで⽰す簡易的な⽔害リスク情報の作成及び⽐較例】

流向 流向 流向

本川 本川本川

図-2 簡易的な⽔害リスク情報
（地形分類活⽤）と氾濫実績

参考資料1

10



【簡易的な水害リスク情報（LP データ活用）の作成手順例】 

 

1. 水理計算のための条件設定 

・作成範囲において、⽔位計算に必要な情報を図⾯上で設定。 

 
⽔位計算範囲および横断測線設定画⾯（中⼩河川治⽔安全度評価システム） 

⻩⾊線：⽔位計算範囲（河道幅） 
⻩線の間に位置する⾚線：河川中⼼線 
河川中⼼線に対して直⾓⽅向の⾚線：⽔位計算対象横断⾯ 
 

・横断測線ごとに壁⽴て⽔位計算を⾏う河道幅（計算範囲）を詳細設定。 
 

 
河道幅設定画⾯（中⼩河川治⽔安全度評価システム） 

（２本の⾚線で挟まれた範囲を計算範囲とする） 
 

参考資料２ 
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2. 想定降⾬規模と合理式に基づく洪⽔流量の概略設定（本編 3.1 ⼿順➀に対応） 
・想定する降⾬規模を概略設定。 

（再現期間別の降⾬強度を設定する際には⼟⽊研究所アメダス確率降⾬計算プログラ
ムの活⽤が考えられる） 

⼟⽊研究所アメダス確率降⾬計算プログラム操作画⾯ 
 

・設定した降⾬規模と合理式に基づき洪⽔流量を概略設定。 

 
代表地点断⾯（下流端、⽀川合流点等）における流量配分算出・設定結果画⾯ 

（中⼩河川治⽔安全度評価システム） 
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3. 水位計算の実施（本編 3.1 手順➁に対応） 

 ・設定された洪⽔流量を基に洪⽔位を概略推定。横断⾯毎の計算結果出⼒。 

 
横断⾯毎の⽔位計算結果に基づく⽔位等⼀覧画⾯（中⼩河川治⽔安全度評価システム） 

 
4. 浸水範囲の図化（本編 3.1 手順③～⑥に対応） 

・出⼒された⽔位を堤内地へ⽔平拡張し、地表⾯との交点を縦断的につなぐことで、浸⽔範
囲を図化。同作業を複数の洪⽔規模について繰り返し、洪⽔規模別浸⽔範囲の重ねあわせに
より簡易的な⽔害リスク情報図を作成。 

  
洪⽔規模別に浸⽔範囲を図⽰ 

（⾚：降⾬量 50mm (1/10)規模、⻩： 降⾬量 70mm (1/30)規模、 
緑： 降⾬量 90mm (1/100) 規模） 

※括弧内の降⾬量は洪⽔到達時間（約 2 時間）内の降⾬量 
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【中小河川治水安全度評価システムを活用した水位計算について】 

 

国土技術政策総合研究所河川研究部水害研究室では中小河川治水安全度評価システムを

開発しており、同システムにおいては、H17～H18 に取得された中小河川（一部区間）の LP

データに基づく縦横断形状、及び同形状に基づく簡易的な不等流計算により導出された H-Q

（水位－流量）関係式が登録されている。 

同システムは各都道府県に配布済みであり、具体的なシステムの活用方法については国

土技術政策総合研究所水害研究室まで問い合わせも可能。 

ここでは上記システムに登録されている河川について、システムを用いた水位計算の手

順を下記に示す。 

  

1.1  水位計算 

(1)  水位計算プログラムを起動する 

 
中小河川治水安全度評価システムの立ち上げ画面において、上図の通り「流量・水位

計算→流量・水位計算プログラム起動」をクリックして水位計算プログラムを起動す

る。 

※水位計算画面起動中はメイン画面を操作できない。メイン画面の操作に戻る場合は水位計算画面を

閉じる必要がある。 

※起動の際に下図の通り背後地盤高検出ダイアログが表示される。これは最新の計算範囲位置（水位

計算の有効域）を基にした背後地盤高を水位計算の直前に算出しておくためである。 

 

 

(2)  計算対象確率規模を設定する 

デフォルトの確率年を使用する場合は、操作を省略してよい。 

「ツール→確率年設定」をクリックする。 

 

 

参考資料３ 
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流量水位計算を行いたい任意の確率年（比較的頻度の高い洪水や過去の顕著な洪水

など）を１０ケースまで入力できる。 

 

設定した確率年は下図赤枠内に反映される。 

 

※確率年設定を変更した場合、既に入力済みの値がすべてクリアされる。 

 

(3)  水位計算の条件を設定する 

「条件」タブをアクティブにする。 

流量・水位計算プログラム条件設定画面 

 

 

 

 

① 

② 
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①下流端水位を設定する

自動入力または手動入力を選択する。

自動：下流端で等流となる水位をプログラムが自動設定する。

下流端勾配を指定：プログラムが下流端水位を計算する際の下流端勾配を指定する。

手動：テキストボックスに水位を入力する。

②流量配分を設定する

１）合理式による流出計算を行う

“流出計算(合理式)”ボタンをクリックすることにより、確率年別に流量配分変化

点（支川合流点など）における流量配分が算出される。

代表地点断面（下流端、支川合流点等）における流量配分算出・設定結果

※ある断面に設定した流量は、上流測の流量の設定されている断面直下流までの区間に適用され

る。上流測に流量が設定されている断面がない場合も、設定した流量は上流測に適用される。ま

た、下流測に流量が設定されている断面がない場合は、最下流まで設定した流量が適用される。

設定流量

適用流量

500 400

500 500 500 400 400 
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２）小流域配分による流量を設定する 

 

流域 DB に登録されている流量計算地点以外に流量変化点を設け、流量配分を細分

することができる。流域 DB に登録されていない地点の流量は、合理式計算結果の

直線補間により算出される。 

小流域配分流量は自動で設定され、合理式流量の更新に合わせて値が更新される。 

 

   

 

３）手動により流量を設定する 

 

流量を手動で直接入力することができる。 

対象測線の流量を確率年ごとに直接入力する。 

 

   

 

 

断面リストにおいて小流

域配分に設定された測線 

小流域配分に設定された測線

の流量配分算出・設定画面での

表示 

断面リストにおいて手動

設定に設定された測線 

手動設定に設定された測線の流

量配分算出・設定画面での表示 
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(4)  水位計算の実行 

“計算実行”ボタンを押して、水位計算を実行する。 

 
 

(5)  結果表示（表形式） 

タブを“結果表”に切り替えると、表形式の水位計算結果が表示される。画面右上

のドロップダウンリストにて選択した確率年に対応した水位が計算され、同ドロッ

プダウンリストにて確率年を変更することにより、表示内容が切り替わる。 

ウィンドウ右下の“計算結果出力”ボタンを押すと、ファイル名を指定して表示中

の確率年の水位計算結果を CSV 形式で保存できる。 

 
水位計算結果等一覧 
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【過去に大規模な洪水氾濫による被害を受けた中小河川における簡易的な水害リスク情報

（LP データ活用）の作成手法】 

 

  過去に大規模な氾濫の実績があり、実績の洪水氾濫範囲や痕跡水位の確認が可能な河川

においては、実績の氾濫範囲に基づき水位計算を行い、算出された水位を痕跡水位と照合さ

せることで河道への土砂堆積厚ならびに計算上の河道幅の妥当性について概略で検討する

ことが望ましい。 

 具体的な作成手順を以下に示す。（太字箇所は本編 3.1 の手法に加えた手順） 

① 被災前後の航空写真（国土地理院）等の比較による洪水氾濫範囲の概略把握（図-1） 

② GIS による当該範囲境界線の標高の概略読み取り（図-2） 

③ （本編 3.1➀に対応）雨量データと合理式に基づく洪水流量の概略推定（流量観測

データが利用可能な場合は実測値を活用）降雨から洪水流量への換算を行う場合は

合理式により行い、再現期間（リターンピリオド）別の降雨強度の設定を行う場合

は土木研究所によるアメダス観測所ごとのリターンピリオド・降雨継続時間別降雨

強度算定手法（下記※web 参照）を活用することが考えられる。 

※https://www.pwri.go.jp/jpn/results/offer/amedas/top.htm 

④ （本編 3.1➁に対応）上記洪水流量による洪水位の概略推定（洪水流下幅を概略設定

し、同流下幅の壁立てによる水位計算を原則とする。河道への土砂堆積厚さを推定

し概略考慮。適宜、中小河川治水安全度評価システムを活用）（図-2） 

⑤ ②で読み取られた概略標高と④で推定された概略洪水位との比較（図-2） 

⑥ ⑤で両者が大きく異なる場合には洪水位計算上の洪水流下幅・土砂堆積厚の想定を

修正（両者が概ね一致するまで④、⑤を繰り返す） 

⑦ 被災区間の洪水位推定上の洪水流下幅の縦断分布の整理（図-4） 

⑧ （本編 3.1③に対応）手順④で推定した洪水位を断面毎に堤内地へ水平拡張し地表

面との交点位置を読み取る（図-3） 

⑨ （本編 3.1④に対応）上記交点を河川縦断方向につなぐことにより、実績洪水規模に

対する概略の浸水範囲を算出 

⑩ （本編 3.1⑤に対応）必要に応じ、異なる洪水規模について手順③～⑨を繰り返す。

洪水規模については、実績流量のほか、例えば、過去の顕著なその他の水害や比較

的発生頻度の高い洪水などとして設定することが考えられる。 

⑪ （本編 3.1⑥に対応）洪水規模別浸水範囲の重ね合わせによる簡易的な水害リスク

情報図の作成。凡例として浸水範囲の色分けごとの降雨規模を記載（図-5 参照） 

⑫ （本編 3.1⑦に対応）ここで対象としている中小河川に限らず、対象地区の浸水に影

響する河川がその他にも存在する場合には、当該河川の洪水規模（再現期間）ごと

の氾濫シミュレーション結果（入手・活用できる場合）や当該河川の簡易的な水害

リスク情報を組み合わせることにより、1 つの水害リスク情報図としてとりまとめ

参考資料４ 

19



る。1 つの図上での重ね合わせ表示ではわかりにくい場合には、複数の図（例えば

洪水規模ごとの図）として作成することが考えられる。 

 

 

図-1 被災後の航空写真に基づく浸水範囲の判読イメージ 

（航空写真と照らし合わせながら氾濫範囲境界をなぞる（赤線）） 

 

 
図-2 手順②、④、⑤参考図（河道・堤内地横断面） 

 

 

図-3 手順⑧参考図（河道・堤内地横断面） 
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図-4 手順⑦、⑨、⑩参考図（平面） 

 

 
図-5 簡易的な水害リスク情報図のイメージ 
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①「⾕底平野」が氾濫範囲に⽐べ狭い例（図‐1 測線No.26） ②「⾕底平野」が氾濫範囲に⽐べ広い例（図‐1 測線No.30）
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地形分類図上の
「谷底平野」

実績
氾濫範囲

凡例
：地盤⾼（LPデータより）
：実績⾬量での計算⽔位
：実績氾濫範囲（航空写真から読取）
：地形分類図上の「⾕底平野」の境界

 ①の例では、地形分類図上の「⾕底平野」の範囲が実績
の氾濫範囲に⽐べ狭いため、「⾕底平野」以外の地形分
類（低位段丘）でも洪⽔被害を受ける場合がある。

 ②の例では、地形分類図上の「⾕底平野」の範囲が実績
の氾濫範囲よりも広いため、「⾕底平野」の中でも氾濫
範囲に含まれない箇所がある。

 同じ地形分類の中でも場所によって浸⽔しやすさに差が
あることに留意する必要がある。

地形分類図上の
「谷底平野」

実績氾濫範囲

【実績氾濫範囲と地形分類図の⽐較】

流向

図‐１平⾯図

左岸 右岸 左岸 右岸

参考資料5
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【簡易的な⽔害リスク情報（地形分類活⽤）の試作例（2万5千分1）】

河川中⼼線
凡例

該当する地形分類 地形 特徴 災害との関係

⼭地斜⾯等 ⼭地 起状が⼤きく、周辺の低平な⼟地と明確な⼭麓に
よって分けられる⼟地。⽕⼭、丘陵地を含める。

通常は洪⽔の影響を受けることは少ないが、不安定な堆積物が豪⾬や洪⽔によって流されるこ
とや、⼤⾬によって⽔を含んだ場合、それ⾃体が崩落する場合もある。

更新世段丘

完新世段丘
台地・段丘

過去に形成された平地（低地）が、その後の地殻
変動、海⽔⾯の低下などによって現在の低地より
も階段状に⾼くなった⽐較的平坦な地形。

低地からの⽐⾼が２〜３ｍ以下の段丘は⼤規模な洪⽔の際に浸⽔することがある。段丘崖は崩
壊のおそれが⾼くなるため注意が必要。また、台地・段丘上の浅い⾕は⼀時的に洪⽔流の流路
となったり、下流側に盛⼟がある場合はその盛⼟に遮られて浸⽔したりするため注意が必要。

⼭麓堆積地形 ⼭麓堆積地形 斜⾯の下⽅、⼭間の⾕底または⾕の出⼝等に堆積
した、岩屑⼜は⾵化⼟等の堆積地形。

豪⾬などをきっかけに背後の斜⾯から⼟砂が崩落・流出しやすいため注意が必要。沖積錐や⼟
砂流堆が形成されているところは、崩壊や⼟⽯流の発⽣の恐れがある。

扇状地 扇状地 ⼭麓部にあって主として砂礫からなる扇状の堆積
地形で表⾯傾斜が１５度以下の地形。

⼭地からの出⽔がその表⾯を流下するときに浸⽔する恐れがある。洪⽔時の浸⽔深、浸⽔時間
は⼩さいが⼟⽯流や⼟砂流による著しい堆積・浸⾷が発⽣し被害が⽣じる場合がある。

⾕底平野・氾濫平野 氾濫平野 ⼭地内の⾕や台地を含む⾕の底にある⽐較的幅の
狭い低地を指す。

氾濫原では、破堤・越流による洪⽔氾濫の他、内⽔氾濫も起きやすくなる。砂州や⾃然堤防等
で出⼝を塞がれた⾕底平野では、内⽔氾濫が起こりやすくなる。（氾濫原・⾕底平野に関する
説明⽂より）

河川・⽔⾯ 現河道、⽔⾯ 河川内の常時⽔流がある部分を指す。 ー

図１ 航空写真 図２ 地形分類図（2万5千分1⼟地条件図）
図２（地形分類図）凡例

（出典）治⽔地形分類図解説書(http://www.gsi.go.jp/common/000190936.pdf)

※図１、図２においては元図に河川中⼼線を加筆

参考資料６
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該当する地形分類 地形 特徴 災害との関係

Ef：⼟⽯流堆緩⾯ ⼭地 起状が⼤きく、周辺の低平な⼟地と明確な⼭麓に
よって分けられる⼟地。⽕⼭、丘陵地を含める。

通常は洪⽔の影響を受けることは少ないが、不安定な堆積物が豪⾬や洪⽔によって
流されることや、⼤⾬によって⽔を含んだ場合、それ⾃体が崩落する場合もある。

Gt1：砂礫台地Ⅰ
（中〜⾼位段丘）

Gt2：砂礫台地Ⅱ
（低位段丘）

Gt3：砂礫台地Ⅲ
（低位段丘）

台地・段丘
過去に形成された平地（低地）が、その後の地殻変
動、海⽔⾯の低下などによって現在の低地よりも階
段状に⾼くなった⽐較的平坦な地形。

低地からの⽐⾼が２〜３ｍ以下の段丘は⼤規模な洪⽔の際に浸⽔することがある。
段丘崖は崩壊のおそれが⾼くなるため注意が必要。また、台地・段丘上の浅い⾕は
⼀時的に洪⽔流の流路となったり、下流側に盛⼟がある場合はその盛⼟に遮られて
浸⽔したりするため注意が必要。

Pf：平野（扇状地） 扇状地 ⼭麓部にあって主として砂礫からなる扇状の堆積地
形で表⾯傾斜が１５度以下の地形。

⼭地からの出⽔がその表⾯を流下するときに浸⽔する恐れがある。洪⽔時の浸⽔深、
浸⽔時間は⼩さいが⼟⽯流や⼟砂流による著しい堆積・浸⾷が発⽣し被害が⽣じる
場合がある。

P：⾕底平野 氾濫平野 ⼭地内の⾕や台地を含む⾕の底にある⽐較的幅の狭
い低地を指す。

氾濫原では、破堤・越流による洪⽔氾濫の他、内⽔氾濫も起きやすくなる。砂州や
⾃然堤防等で出⼝を塞がれた⾕底平野では、内⽔氾濫が起こりやすくなる。（氾濫
原・⾕底平野に関する説明⽂より）

W：⽔⾯・河川 現河道、⽔⾯ 河川内の常時⽔流がある部分を指す。 ー

Ef

Gt1

Gt2

Pf

P

河川中⼼線
凡例

W

Gt3

図１ 航空写真 図２ 地形分類図（5万分1）
図２（地形分類図）凡例

【簡易的な⽔害リスク情報（地形分類活⽤）の試作例（5万分1）】

（出典）治⽔地形分類図解説書(http://www.gsi.go.jp/common/000190936.pdf)

※図１、図２においては元図に河川中⼼線を加筆

300m 300m
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一定規模流量に対する水位

A

C

B

 各断面において、一定規模の洪水流量に対して算出した水位に基づき浸水深が△メートルになる地点および、□
メートルになる地点を抽出。（※縦断方向に水面勾配が生じるため、断面ごとに水深を算出する（右下図参照））

 同一水深の地点を縦断方向に線で結ぶことで△mおよび□mの等浸水深線が作成。

【浸水深コンター図の作図の考え方・試作例】

水
位

A CB
河川縦断

○水面の縦断勾配

浸水深△m地点

浸水深□m地点

△m等水深線

□m等水深線

参考資料7
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凡例（降⾬量は洪⽔到達時間（約1時間)内降⾬量）
： 降⾬量60mm (1/10)規模概略浸⽔範囲
： 降⾬量90mm(1/100)規模概略浸⽔範囲
： 降⾬量160mm(1/1000)規模概略浸⽔範囲
： 実績浸⽔範囲
： 河川 ： 測線

○簡易的な水害リスク情報（LPデータ活用）及び浸水深コンター図試作例

流向

本川 本川

凡例（降⾬量は洪⽔到達時間（約1時間)内降⾬量）
： 降⾬量160mm(1/1000)規模概略浸⽔範囲
： 浸⽔深1m範囲
： 浸⽔深3m範囲
： 実績浸⽔範囲
： 河川 ： 測線

図-2 浸⽔深コンター図
試作例

流向

図-1 簡易的な⽔害リスク情報
（LPデータ活⽤）と氾濫実績
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